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被告人には帰責されない。
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関係が認められるとしている。
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の行為と結果とを切り離すほど著しく不相当である場合とは、すなわち、介在
行為が行為者の行為を打ち消し、独自に影響を与えている場合といえるからで
ある。
むすびに代えて
　以上、日本において問題とされる事例類型について具体的な判例と共に、同
事例類型についてイギリスおよびアメリカの見解も併せて比較検討を行った。
基本的な視点としては被告人の行為の結果に対する影響力の継続性という点を
重視する部分は、危険の現実化と英米の因果関係論は共通であると考えられる。
そして、継続性の判断の上で重要であるのが介在事情の予見可能性の観点であ
る。日本では相当因果関係説が介在事情の予見可能性に重きを置く点を批判さ
れたことを機に、介在事情の予見可能性ではなく、行為の危険性が因果関係判
断で重視されるべきであると考えられるようになってきたが、両者の判断は表
裏一体の関係にある。日本および英米においても、被告人の行為と結果との介
在事情が断ち切られる場合として、「介在事情が著しく不自然・不相当な場合」
とされているように、介在事情の異常性が影響力を断つ根拠とされうるのであ
る。もちろん、介在事情が著しく不自然・不相当であったとしても、結果に対
する影響力が被告人の行為の影響力より小さい場合には因果関係を否定する事
由とはならない。そういった点では行為の影響力は最も重視される判断要素で
あり、そのような事案は危険の現実化の類型としては直接実現型の事例に属す
る場合の解決である。間接実現型の類型の場合、介在事情の結果に対する影響
力は被告人の行為の影響力と同等かそれ以上であることがほとんどであり、そ
のような場合の影響力の継続性の判断で重視されるのは、やはり介在事情の通
常性・予見可能性であるように思われる。この点はイギリスおよびアメリカの
みならず、近時の日本の判例でも判旨の中で言及されていることから危険の現
実化の判断要素として実務的に敬遠される要素ではないと考えられる。相当因
果関係説のように予見可能性を中核的な要素とする考え方ではたしかに因果関
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係に関する多種多様な問題の解決についての有用性に疑問が生ずることは否定
できないが、だからといって予見可能性は不要な要素ではなく、行為の危険性
を判断する上でも非常に重要であると考える。
　このように行為の影響力に加えて予見可能性の判断も重視するという判断基
準は、日本に先立ち、イギリスおよびアメリカで展開されてきており、さらに
深く研究することで日本の危険の現実化基準の精微化につながるものと思われ
る。特にアメリカでは州によって法が異なるため、多くの判例の集積があり、
本稿で触れられなかった多くの判例についての分析も今後の課題としている。
